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地球温暖化対策の評価 

 

１ 温室効果ガス排出量の現状 

(1) 地球温暖化対策条例に掲げる「温室効果ガス排出量を 2020年度までに，1990年度

（基準年度）に比べて 25％削減する」目標を達成するため，地球温暖化対策計画にお

いては，電気の CO2排出係数の変動の効果を算入せず，温室効果ガス排出量を 2010

年度の 661万トンから約 91万トン削減することとしている。 

(2) 最新実績である 2013年度の排出量は，電気のCO2排出係数の悪化の影響により基

準年度から増加し，2020 年度の削減目標を達成するためには約 205 万トン削減する

必要がある。 

 

【現行計画策定時の温室効果ガス排出量見通し】 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

【2013年度実績】 
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２ 温室効果ガス排出量の要因分解 

2020 年度削減目標の達成に向けて非常に厳しい状況であるため，電気の CO2 排出係

数の変動などの要因や，部門ごとに要因分解して施策による効果などを評価することで，

取組強化のためのポテンシャルを見つけ，より効果的な対策を図る。 

 

⑴ 部門別の要因分解による評価の方法 

温室効果ガス排出量を，①活動量の変化，②エネルギー消費原単位の変化，③燃料

転換（燃料シェアの変化），④CO2排出係数の変化の 4つの排出要因ごとに分解し，要

因ごとの削減量を算出する。 

【要因分解の算定式】 

 

 要因分解による評価方法の詳細は，参考１を参照。 

 

⑵ これまでの地球温暖化対策の効果 

2010年度から 2013 年度までの 3年間の地球温暖化対策の効果を評価した。今回は

家庭部門及び業務部門の評価結果を示す。今後，産業部門，運輸部門についても同様

に評価を行う。 

ア 家庭部門 

イ 業務部門 

※ 家庭部門，業務部門ともに，「② エネルギー消費原単位の変化」の内訳である，「②-⑵ 住宅（建築物）

の断熱化」を別手法により推計し，残りの差分を「②-⑴ 省エネの促進」として二つに分けている。 

増加 
要因 

① 世帯数の増加 ＋3.2万 tCO2 

④ 電気の CO2排出係数悪化 ＋61.9 万 tCO2 

減少 
要因 

③ 燃料転換 ▲1.0万 tCO2 

②-⑴ 省エネの促進 
※ 機器更新やライフスタイル転換による効果のほか，

気候の影響などその他の要因が含まれる。 

▲11.6 万 tCO2 

②-⑵ 住宅の断熱化 ▲1.4万 tCO2 

増加 
要因 

① 床面積の増加 ＋5.1万 tCO2 

④ 電気の CO2排出係数悪化 ＋87.6 万 tCO2 

減少 
要因 

③ 燃料転換 ▲0.9万 tCO2 

②-⑴ 省エネの促進 ▲29.1 万 tCO2 

②-⑵ 建築物の断熱化 ▲1.4万 tCO2 
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家庭部門 要因別削減量と京都市の取組との関係 
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業務部門 要因別削減量と京都市の取組との関係 

業務部門 要因別削減量と京都市の取組との関係 
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⑶ 削減目標達成に向けた取組強化の考え方 

ア 取組効果の「見える化」 

⑴の手法により，目標年度である 2020 年度における，計画に掲げる取組の削減

効果や削減ポテンシャルを「見える化」し，更なる取組強化の検討に活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 削減量及び効果把握への活用 

これまで計画の進捗管理に活用していた「削減効果指標」に，新たな指標を加え

積み上げるとともに，⑴の手法により把握できる削減量も合わせて，地球温暖化対

策の効果を評価する。 

削減効果指標への活用イメージ【家庭部門の例】 

2020年度 
排出量 

2013年度 
排出量 

灯油 

都市ガス 

電気 

その他 
機器 

テレビ 

照明 

冷蔵庫 

削減ポテンシャルの「見える化」イメージ【家庭部門の例】 

削減ポテンシャル 

外部要因による

影響 

（電気のCO2排
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